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乳幼児健康診査事業
事務事業名

0.70

4,518 4,518

4,5184,470

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

9,000 9,000

人

人 465 423

416417 429 416

0.70

9,000

6,300

10,818

0.70

9,000

10,818

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

②人　数（年間）

直接事業費

24

その他特財

道支出金

0.70

24

①合　計

地方債

一般財源

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

１9
年
度

実施会場、回数は18年度に同じ。1歳6か月健診で、北大からの小児科医派遣が困難と
なり、市内小児科医に担ってもらうため、実施時間を午前から午後に変更した。

4,518

17年度（決算） 18年度（決算）

4,518

4,518

　総　事　業　費 ①＋④

国支出金

18
年
度

まで

･乳児健診　市内4会場（各会場毎月1回、西の里のみ隔月）で年42回実施（小児科医診察、
　計測、育児・栄養・歯科指導）　17年度からは内容同じで住民センターも隔月に変更。年36回。

・1歳6か月健診　福祉センターで月1回実施（診察、歯科検診、計測、育児･栄養・歯科・発達相談）

・3歳児健診　福祉センターで月1回実施（診察、歯科検診、計測、育児･栄養・歯科・発達相談）

人 　件 　費
（概算）

19年度（予算） 19年度（予定）
（単位：千円）

区　　　　分
【事業費の推移】

512486

461461② 1歳6か月健診受診実数

③ 3歳児健診受診実数 494

95

99 99

494

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

②1歳6か月健診受診率

【指標の定義（算式等）】

③ 3歳児健診受診率

％

人

％ 92

99 99

97 97 98 98

9595

１　計　画　（プラン）
上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

章 安全で安心できるまち

節 健康と医療

施策 保健予防の推進 施策）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を) ･乳児健診（３・６・１０か月児）、１歳６か月児、３歳児

　　　意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

乳幼児の健全な心身の発達を促し、保護者に対しては安心できる子育てのための支援
を行う。さらに疾病や障がいの早期発見を行う。

① 乳児健診受診実数

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 6,3006,300 6,300

10,818 10,818

① 乳児健診受診率

4



■
□
□
□

□拡大重点化

□現状継続

□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

受診率が高く、手法は効果的である。1歳6か月健診の
小児科医について、12回分確保の協議が必要である。

受診率が高く、虐待予防の観点から育児支援の場とも
なっており、現状どおり継続する。

【２次評価】

□見直し

□終了

□拡大重点化

□統合

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】 【１次評価】

事務事業担当部局の
総合判定

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

外部評価委
員会の総合

判定

□統合

□拡大重点化

行政責任で実施すべき分野である。乳児健診は法的
には必須ではないが全ての市町村で実施している。1
歳6か月と3歳児健診は必須事業である。

達成度が高い。未受診の方にははがき通知など対策
を行った結果である。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。
民間等で実施または協働して取り組むべきである。
現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

最少の人員・費用で効率的に実施している。
サービス面では、会場によって狭い、待ち時間が長い
などの課題がある。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

1歳6か月と3歳児健診は、市町村の支弁で実施する事
業なので費用徴収はできない。乳児健診は規定がな
いが、事業の性格から費用徴収はなじまない。

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状維持

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

従来の目的のほか、虐待予防の観点からも重要な育児支援の場となっていることから、現状
のまま継続する。

■現状継続

□休・廃止
□終了

□休・廃止

■現状継続
□見直し

23－28

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　■有　　　　　□無法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）

4

5


